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総括研究報告書 

 

宮城県における東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査 
 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

石巻市沿岸部の住民と仙台市若林区の仮設住宅入居者および七ヶ浜町の住民を対象に調査を実施し、

以下の結果を得た。 

１）１人当たりの年間医療費は、震災直後と比較して、国民健康保険、後期高齢者医療制度の加入者と

もに増加していた。 

２）暮らし向きでは、「大変苦しい」「苦しい」と答えた割合が減少し、経済復興がみられた。 

３）未成年の健康状態は良好に維持されていたものの、依然として、落ち着きに欠ける行動は高い割合が

続いていた。小、中学生の児童を持つ保護者では、緊張状態の持続、過労、ストレスなどにより不眠

や体調不良を有する者が多かった。 

４）被災地域の 65 歳以上高齢者の介護保険認定割合は時間とともに増加していたが、直近の２年間は、

横ばいで推移していた。 

５）被災地域住民の筋骨格系自覚症状（腰痛、手足の関節痛、肩こり、肩痛、膝痛）の有訴率は、依然

として、一般集団と比べて高い傾向がみられた。特に、腰痛、膝痛は近年、増加傾向を示していた。 

６）被災地域のメンタルヘルスには、震災からの時間の経過とともに改善傾向であった。一方、現在も

睡眠障害、心理的苦痛、震災の記憶による影響を受けている者が見られた。 

７）震災後３、４年目に運動機能障害を有した高齢被災者では、新規に筋骨格系疼痛の割合が有意に増

加した。 

８）被災高齢者では、心理的苦痛が高度群は有意に要介護発生リスクが高かった。また、媒介変数分析

では、歩行時間、外出頻度、疼痛の有意な媒介効果が示された。 

９）恒久住宅への転居前は、いずれの居住形態でもメンタルヘルスは改善する傾向がみられた。一方、

転居後のメンタルヘルスは、「新居」と比べて「復興公営住宅」「防災集団移転団地」の居住者では

改善が弱くなる傾向が見られた。 

10）これまでの 10 年間の調査結果をもとに、今後起こりうる大規模災害における被災者支援策につい

て提言をまとめた。 

 

研究分担者 

押谷  仁 東北大学大学院微生物学分野 

八重樫伸生 同 婦人科学分野 

永富 良一 同 健康維持増進医工学分野 

井樋 栄二 同 整形外科学分野 

富田 博秋 同 精神神経学分野 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災から10年が経過した。復興庁によ

ると、全国の避難者数は、震災直後の47万人から

約４万１千人（2021年２月８日時点）まで減少し

ている。被災地域では、復興・再生期間における

住宅整備事業が完了し、新たな街づくりへの支援

が進んでいる。被災者では復興公営住宅や防災集

団移転など恒久住宅への転居が完了したものの、

引き続き、被災者の心身のケアやコミュニティの

形成支援が重要な課題となっている。 

東北大学大学院医学系研究科地域保健支援セ

ンターは、被災後から毎年、定期的に被災者健康

調査を実施して、被災者の心身の健康状態を調査

し、それに関連する要因を検討している。 

本研究事業の目的は、被災後の地域住民の生活

環境（居住区分）や就労・経済状態、心身の健康

状態等に関する調査に加えて、医療受療状況・介

護保険認定状況・特定健診成績を 10年間にわたっ

て追跡することにより、被災者の心身の健康の推

移に影響を及ぼす要因を解明することである。 

震災後 10 年目となる本年度は、被災者健康調

査結果や介護保険認定情報、医療受診情報の推移

に関する記述疫学的研究に加えて、高齢被災者の

運動機能障害と筋骨格計疼痛との関連、心理的苦

痛と要介護発生リスクとの関連について、分析疫

学的研究を行った。また、恒久住宅の種類による

メンタルヘルスへの影響についても検討した。 

これらの検討をもとに、大規模災害後の復興・

再生期における被災者の心身の健康課題を把握

するとともに、疾病予防・介護予防のあり方を提

言し、もって今後このような大規模災害が発生し

た際の備えとするものである。 
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Ｂ．研究方法 

１．実施体制 

本研究事業は、東日本大震災被災者の支援を目

的として 2011 年５月に東北大学大学院医学系研

究科内に設置された地域保健支援センターの構

成員により実施された。本センターは、センター

長（辻 一郎）、副センター長（押谷 仁）、運営

委員（八重樫伸生、永富良一、井樋栄二、富田博

秋）により運営されている。 

本研究事業における分担研究課題は、以下の通

りである。 

１）生活環境の推移とその影響に関する検討（押

谷 仁）：2011 年夏秋調査から現在までの間

における、生活環境（避難所、仮設住宅、被

災した自宅での生活）や被災後の就労状況、

経済状態について、その推移および関連要因

を調査した。 

２）未成年調査データに関する検討（八重樫伸

生）：2011 年夏秋調査から現在までの間にお

ける、未成年の心身の健康状態および保護者

の健康状態の推移と関連要因を調査した。 

３）被災者の身体活動・要介護発生に関する検討

（永富良一）：運動教室の参加者を対象とし

た健康教育事業を開催するとともに、被災者

の要介護認定の推移を追跡調査した。 

４）医療受診に関する検討（辻 一郎）：被災者

健康調査参加者の同意に基づき、関連自治体

からの提供を受けて、介護保険認定、医療受

療状況・医療費の推移を追跡調査した。 

５）被災者の整形疾患に関する検討（井樋栄二）： 

2011 年夏秋調査から現在までの間における、

筋骨格系自覚症状（腰痛、手足の関節痛、肩

こり、肩痛、膝痛）の推移と関連要因を調査

した。 

６）被災者のメンタルヘルスに関する検討（富田

博秋）：2011 年夏秋調査から現在までの間に

おける、メンタルヘルス（不眠や心理的苦痛）

の推移と関連要因を調査した。 

 

２．調査対象と調査項目 

これらに関する詳細は、分担研究報告書「被災

者健康調査の実施と分析」を参照されたい。 

 

３．調査結果の活用（自治体との連携など） 

本研究事業は、当該自治体との連携のもと、被

災者の健康支援と保健衛生サービスの実施にあ

たり有効に活用されるように心掛けた。具体的に

は、以下の取組みを行った。 

１）調査結果の説明：対象者に対し、個別に調査

結果票を郵送し、生活習慣の見直しを図る契

機としての役割を担った。また、本年度は、

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、こ

れまで実施していた被災者健康調査の結果

説明や健康講話は実施できなかった。しかし、

調査結果から、心身の健康状態に注意が必要

な対象者に関する情報を自治体に提供した。

自治体では、電話による健康相談や家庭訪問

などを通じて、対象者に支援を行った。 

２）未成年におけるアセスメント：個人結果から

こころや行動の変化に注意が必要な児童に

ついては、自治体に情報を提供し、アセスメ

ントを行う契機としての役割を担った。また、

保護者のストレスの設問に対して、強く不安

や抑うつの疑いがある対象者の情報を提供

した。 

３）ハイリスク者の抽出と地域保健への活用：高

齢者においては基本チェックリストを使用

して要介護発生リスクを評価し、ハイリスク

と思われる者に関する情報を自治体に提供

した。自治体では、各種の健診や健康教育、

家庭訪問などを通じて、ハイリスク者にアプ

ローチを行った。 

 

４．倫理面の配慮 

本調査研究は「ヒトを対象とする医学系研究の

倫理指針」を遵守しており、東北大学大学院医学

系研究科倫理審査委員会の承認のもとに行われ

ている。調査対象者には被災者健康調査時に文

書・口頭などで説明し、書面の同意を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

各分担研究の概要を以下に示す。その詳細につ

いては、各分担研究報告書を参照されたい。 

 

１．被災者健康調査の実施と分析 

被災者健康調査は、震災後の生活環境（居住の

場、仕事や収入、ソーシャルキャピタルなど）と

その変化が被災者の健康状態や予後（生存死亡、

死因、医療受診、介護保険認定）にどのような影

響を及ぼすかを長期的に検討することを目的と

して、被災直後の 2011 年６月から毎年、定期的

に実施している。東日本大震災から 10 年目とな

る本年度までに、石巻市で 4,234 人、仙台市若林

区で 1,009人、七ヶ浜町で 2,506 人の参加が得ら

れた。調査開始以来、10年間の期間において、調

査地域では被災からの復興とともに地域住民の

生活環境も多様に変化し続けてきた。本調査の目

的は、今後、大規模災害が生じた際に、壊滅的な

被害による地域住民の健康影響および災害後の

生活環境の変化に伴う健康影響を検討し、災害時

および災害後の健康支援活動の指針となる提言

を策定するものである。最終年度となる本年度は、

現時点における研究成果に基づいて、今後に向け

た課題の整理を行うものである。 
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２．医療受診に関する検討 

被災者健康調査の参加者のうち、同意が得られ

た者に対して、2011 年度から 2019 年度まで９年

間の医療受診状況について追跡調査を行った。１

人当たり年間医療費は、震災直後と比較して、国

民健康保険、後期高齢ともに増加していたが、直

近３年間の推移ではそれぞれ異なる傾向がみら

れた。国民健康保険の１人当たり年間医療費は、

2017年度以降は横ばいで推移していた。一方、後

期高齢の１人当たり年間医療費は経年するごと

に増加がみられ、入院による費用の増加の影響が

大きいと考えられた。 

医療受診状況の追跡調査は、震災後の被災地域

住民の健康影響を把握する客観的な指標として、

有効な情報であった。 

３．生活環境の推移とその影響に関する検討 

被災後 10 年間の居住環境、就業・経済状況を

検討した。居住環境は、石巻市、仙台市ともに、

調査対象者全員が恒久住宅に転居し、直近 1年間

は変化が見られず、安定していた。経済状況（暮

らし向き）は、いずれの調査地区でも、「大変苦

しい」「苦しい」と答えた割合が減少し、経済復

興がみられた。震災後の生活環境は、被災者の健

康面にも影響することから、関連自治体と情報交

換を進めながら、早期に被災地域住民の生活環境

の向上に努める必要がある。 

 

４．未成年調査データに関する検討 

被災地域において 18 歳未満の住民を対象に毎

年、定期的に未成年調査を実施し、健康状態、行

動の変化、保護者のストレス、高校生のメンタル

ヘルスの推移を検討した。震災から約 10 年が経

過し、未成年の健康状態は良好に維持されていた

ものの、依然として、落ち着きに欠ける行動は高

い割合が続いていた。小、中学生の児童を持つ保

護者では、緊張状態の持続、過労、ストレスなど

により長期間、不眠や体調不良を有する者が多い

ことも明らかとなった。 

 

５．被災者の身体活動・要介護発生に関する検討 

被災者健康調査の参加者のうち、同意が得られ

た 3,582名に対して介護保険認定状況についての

追跡調査を行った。その結果、被災地域の 65 歳

以上高齢者の介護保険認定割合は時間とともに

増加していたが、直近２年間は横ばいで推移して

いた。今後、震災後の要介護認定割合、要介護認

定区分の増加に影響する要因について、詳細な検

討が必要である。また、関係機関と連携して介護

予防活動を支援することが重要と考えられる。 

 

６．被災者の整形疾患に関する検討 

大規模自然災害の被災者において、筋骨格系自

覚症状の有訴者率が高いことが知られている。本

研究では被災者健康調査により、被災地域住民の

筋骨格系自覚症状（腰痛、手足の関節痛、肩こり、

肩痛、膝痛）の推移について検討した。その結果、

有訴者率は、依然として一般集団と比べて高い傾

向であった。特に腰痛および膝痛は石巻市、仙台

市若林区にて近年増加傾向を示していた。 

 

７．被災者のメンタルヘルスに関する検討 

震災後 10 年間の被災地域住民の睡眠障害、心

理的苦痛、震災の記憶の状況を検討した。「睡眠

障害が疑われる」者、「心理的苦痛が高い」者、「震

災の記憶による体調変化がある」者の割合は、震

災からの時間の経過とともに改善傾向であった。

一方、現在も睡眠障害、心理的苦痛、震災の記憶

による影響を受けている者がみられた。長期化し

ている心のケアに対しては、関係機関だけではな

く、地域の包括的な支援体制の構築が望まれる。 

 

８．七ヶ浜町における被災者の健康状態の推移に

関する検討 

2020 年度も初年度から継続している出来事イ

ンパクト尺度による心理的苦痛、ケスラー心理的

苦痛評価尺度６項目版、アテネ不眠評価尺度、不

眠、心的外傷後ストレス反応の評価を含む調査を

実施し推移を把握した。東日本大震災の被災体験

による心的外傷後ストレス反応を一定以上示す

者の割合は震災後２年目に 33％であったのを

ピークに、以降、年々減少し、2020年度時点での

割合は６％であった。心理的苦痛、不眠は東日本

大震災の発災年度から 2014年度調査時点までは、

毎年改善し、2013 年度国民生活基礎調査による全

国平均とほぼ同等の状態まで回復した後、災害公

営住宅入居や高台移転等による環境の変化に伴

い、2016 年、2017 年と心理的苦痛を感じている

割合が増加に転じた。しかし、2018 年度の調査結

果は、これらの指標による健康状態が再び回復に

転じ、全国平均とほぼ同等にまで回復、2020年度

も同程度の水準で推移していることが示された。

心的苦痛や不眠は震災からの経年変化に加えて、

コミュニティにおける他者との交流の活性化な

ど環境要因で大きく変動することが示唆される。

2020 年度中は新型コロナウイルス感染症流行に

伴って、地域住民のメンタルヘルスが増悪するリ

スクが指摘されているが、本研究の対象コミュニ

ティについてはむしろ前年度より改善を認めた。

都市部と異なり、会食等３密を招く状況を介さず

に近隣住民との対人交流が保たれる沿岸部コ

ミュニティの特性を反映している可能性等が示

唆される。 
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９．高齢被災者の運動機能障害が新規の筋骨格系

疼痛に与える影響に関する検討 

東日本大震災後における高齢被災者の運動機

能障害が新規の筋骨格系疼痛に与える影響につ

いて検討した。震災後３、４年の調査結果を縦断

的に解析した。運動機能障害を有する被災者にお

いて新規に生じる筋骨格系疼痛の割合が有意に

増加した。 

 

10．東日本大震災被災高齢者における心理的苦痛

と要介護発生リスクとの関連：生活習慣と疼

痛の媒介効果 

本研究の目的は、東日本大震災の被災高齢者を

対象として、心理的苦痛と要介護発生リスクとの

関連における生活習慣と疼痛の関与のメカニズ

ムを媒介変数分析（mediation analysis）により

明らかにすることである。 

対象者は東日本大震災発災時に 65 歳以上で、

石巻市３地区に居住する住民、七ヶ浜町に居住し

家屋被害を受けた住民、合計 1,037名であり、約

８年間追跡した。統計解析は Cox 比例ハザードモ

デルを用い、心理的苦痛低度群に対する中等度群、

高度群の要介護発生に関するハザード比を算出

した。また、媒介変数分析を用いて喫煙、飲酒、

歩行時間、外出頻度、疼痛の媒介効果を算出した。 

心理的苦痛低度群に対する各群の多変量補正ハ

ザード比は、中等度群 1.48、高度群 1.95 であり、

高度群で有意に要介護発生リスクが高かった。媒

介変数分析の結果、心理的苦痛と要介護発生リス

クとの関連において、心理的苦痛高度群では、歩

行時間、外出頻度、疼痛の有意な媒介効果が示さ

れ、中等度群では、疼痛の有意な媒介効果が示さ

れた。 

心理的苦痛を有する被災高齢者において疼痛

のアセスメント・管理に加え、活発な生活習慣を

促すことが、要介護発生を防ぐために重要である

ことが示唆された。 

 

11．恒久住宅の種類によるメンタルヘルスへの影

響-転居前後３年間の推移- 

恒久住宅の種類がメンタルヘルスへ及ぼす影

響を検討することを目的として、2019 年春秋の被

災者健康調査の結果を検討した。その結果、転居

前は、いずれの居住形態でもメンタルヘルスは改

善する傾向がみられた。一方、転居後のメンタル

ヘルスは、「新居」と比べて「復興公営住宅」「防

災集団移転団地」の居住者では改善が弱くなる傾

向が見られた。被災者は、複数回の転居を経験し、

身体的、経済的に苦しい状態を経験している。恒

久住宅に転居した者も含め、地域住民同士が支え

合う地域づくりが求められる。また、被災者のメ

ンタルヘルスへの影響が軽減するよう、継続して

支援を行っていくことが課題と考える。 

 

Ｄ．考 察 

本研究成果を要約すると、以下のようになる。 

１）１人当たりの年間医療費は、震災直後と比較

して、国民健康保険、後期高齢者医療制度の

加入者ともに増加していた。 

２）暮らし向きでは、「大変苦しい」「苦しい」と

答えた割合が減少し、経済復興がみられた。 

３）未成年の健康状態は良好に維持されていたも

のの、依然として、落ち着きに欠ける行動は

高い割合が続いていた。小、中学生の児童を

持つ保護者では、緊張状態の持続、過労、ス

トレスなどにより不眠や体調不良を有する

者が多かった。 

４）被災地域の 65 歳以上高齢者の介護保険認定

割合は時間とともに増加していたが、直近の

２年間は、横ばいで推移していた。 

５）被災地域住民の筋骨格系自覚症状（腰痛、手

足の関節痛、肩こり、肩痛、膝痛）の有訴率

は、依然として、一般集団と比べて高い傾向

がみられた。特に、腰痛、膝痛は近年、増加

傾向を示していた。 

６）被災地域のメンタルヘルスは、震災からの時

間の経過とともに改善傾向であった。一方、

現在も睡眠障害、心理的苦痛、震災の記憶に

よる影響を受けている者が見られた。 

７）震災後３、４年目に運動機能障害を有した高

齢被災者では、新規に筋骨格系疼痛の割合が

有意に増加した。 

８）被災高齢者では、心理的苦痛が高度群は有意

に要介護発生リスクが高かった。また、媒介

変数分析では、歩行時間、外出頻度、疼痛の

有意な媒介効果が示された。 

９）恒久住宅への転居前は、いずれの居住形態で

もメンタルヘルスは改善する傾向がみられ

た。一方、転居後のメンタルヘルスは、「新

居」と比べて「復興公営住宅」「防災集団移

転団地」の居住者では改善が弱くなる傾向が

見られた。 

東日本大震災から 10 年が経過し、被災地域住

民の生活は安定してきているものの、地域や個々

の復興状況の違いにより、健康状態には格差がみ

られている。本調査結果から、被災者全体では、

居住環境が安定し、就業・経済状況には復興が見

られ、メンタルヘルスも改善傾向であった。一方、

現在も睡眠障害、心理的苦痛、震災の記憶による

影響を受けている者も見られ、被災による影響は

長期間持続していることが推測された。また、「復

興公営住宅」「防災集団移転団地」の居住者では、

転居後はメンタルヘルスの改善が弱くなる傾向

がみられた。恒久住宅へ転居後は、不慣れな生活
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環境で緊張感が持続している中、近隣に相談相手

が居なくなったこと、外出やリフレッシュ活動の

機会が減少し、心理ストレスが増加していた可能

性が考えられる。転居後にはメンタルヘルスへの

支援も重要であることが明らかとなった。 

また、被災地域住民の筋骨格系自覚症状（腰痛、

手足の関節痛、肩こり、肩痛、膝痛）の有訴者率

は、依然として、一般集団と比べて高く、腰痛や

膝痛の有訴者率は経年的に増加傾向にあった。本

年度に行った研究では、震災後３、４年目に運動

機能障害を有した高齢被災者では、新規に筋骨格

系疼痛の割合が有意に増加することが明らかと

なった。これらの結果は、被災生活における身体

活動量の低下が影響していることを推測させる

ものであり、今後もその動向に注意する必要があ

ると考えている。 

高齢者では、震災後の介護保険認定割合が時間

の経過とともに増加する傾向であった。また、心

理的苦痛による要介護発生リスクの関連の研究

では、心理的苦痛高度群では、歩行時間、外出頻

度、疼痛の有意な媒介効果が示された。要介護と

なる原因は明らかではないものの、被災後の生活

環境、生活習慣の変化は、被災後の高齢者の健康

状態に大きな影響を与えた要因であると考える。

今後はより詳細な分析を行う必要がある。 

本研究の最大の強みは、被災者の方々をコホー

トとして長期追跡していることであり、10 年間に

わたって継続して調査した研究は他にないと思

われる。また本研究では、アンケート調査に加え

て、対象者の同意に基づいて、医療受療状況、介

護保険認定情報、特定健診成績も入手している。

したがって、本研究事業で得られたデータセット

は、震災直後からの詳細なデータと医療受療状況、

介護保険認定情報、健診結果との関連を分析する

ことができるという点で、数ある被災者コホート

研究データのなかでもユニークな特徴を有して

いる。本研究は、その特徴を存分に生かし、震災

後の生活環境、生活習慣の変容と健康影響（医療

受療、要介護認定リスク、健診結果）の関連およ

び災害時および災害後の被災者支援にとって有

用となる情報や知見を提言する貴重なデータが

得られたと考える。 

 

Ｅ．結 論 

石巻市沿岸部の住民と仙台市若林区の仮設住

宅入居者、七ヶ浜町の住民を対象に調査を実施し、

以下の結果を得た。 

１）１人当たりの年間医療費は、震災直後と比較

して、国民健康保険、後期高齢者医療制度の

加入者ともに増加していた。 

２）調査地区では、「大変苦しい」「苦しい」と答

えた割合が減少し、経済復興がみられた。 

３）未成年の健康状態は良好に維持されていたも

のの、依然として、落ち着きに欠ける行動は

高い割合が続いていた。小、中学生の児童を

持つ保護者では、緊張状態の持続、過労、ス

トレスなどにより不眠や体調不良を有する

者が多かった。 

４）被災地域の 65 歳以上高齢者の介護保険認定

割合は時間とともに増加していたが、直近の

２年間は、横ばいで推移していた。 

５）被災地域住民の筋骨格系自覚症状（腰痛、手

足の関節痛、肩こり、肩痛、膝痛）の有訴率

は、依然として、一般集団と比べて高い傾向

がみられた。特に、腰痛、膝痛は近年、増加

傾向を示していた。 

６）被災地域のメンタルヘルスは、震災からの時

間の経過とともに改善傾向であった。一方、

現在も睡眠障害、心理的苦痛、震災の記憶に

よる影響を受けている者が見られた。 

７）震災後３、４年目に運動機能障害を有した高

齢被災者では、新規に筋骨格系疼痛の割合が

有意に増加した。 

８）被災高齢者では、心理的苦痛が高度群は有意

に要介護発生リスクが高かった。また、媒介

変数分析では、歩行時間、外出頻度、疼痛の

有意な媒介効果が示された。 

９）恒久住宅への転居前は、いずれの居住形態で

もメンタルヘルスは改善する傾向がみられ

た。一方、転居後のメンタルヘルスは、「新

居」と比べて「復興公営住宅」「防災集団移

転団地」の居住者では改善が弱くなる傾向が

見られた。 

10）これまでの 10 年間の調査結果をもとに、今

後起こりうる大規模災害における被災者支

援策について提言をまとめた。 
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